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役員等兼業許可申請手続等について 

 

 

１．技術移転事業者（ＴＬＯ）1の役員等2の兼業許可申請手続について 

職員が技術移転事業者（ＴＬＯ）の役員等を兼業しようとする場合には、兼業開始予

定日の２ヶ月前までに次に掲げる書類を人事企画部に提出することとする。 

① 技術移転事業者（ＴＬＯ）役員等兼業許可申請書（別紙様式第１） 

② 役員等兼業依頼状（別紙様式第２） 

③ 兼業許可申請者の人事記録 

④ 事業等についての兼業許可申請者の知見に関して参考となる専攻分野、学術論文、

著書、受賞歴、活動状況等を記した書面（任意様式）3 

⑤ 技術移転事業者（ＴＬＯ）の定款若しくは寄附行為、組織図並びに貸借対照表、損

益計算書及び営業報告書又はこれらに相当する資料 

⑥ 兼業許可台帳 

⑦ その他必要に応じて参考となる資料 

・ 技術移転事業者（ＴＬＯ）の概要又はパンフレット 

・ 代表取締役の略歴書等 

２．研究成果活用企業4の役員等の兼業許可申請手続等について 

（１） 職員が研究成果活用企業の役員等を兼業しようとする場合には、兼業開始予定日

の２ヶ月前までに次に掲げる書類を人事企画部に提出することとする。 

① 研究成果活用企業役員等兼業許可申請書（別紙様式第３） 

② 役員等兼業依頼状（別紙様式第２） 

③ 兼業許可申請者の人事記録 

④ 兼業許可申請者が創出し、研究成果活用企業において活用されることが予定

されている研究成果に関して参考となる専攻分野、学術論文、著書、受賞歴、

活動状況等を記した書面（任意様式） 

⑤ 研究成果活用企業の定款、組織図並びに貸借対照表、損益計算書及び営業報

 

1 技術移転事業者（ＴＬＯ）とは、「大学等における技術に関する研究成果の民間事業者へ

の移転の促進に関する法律」第４条第１項に基づき、特定大学技術移転事業（以下「技術

移転事業」という。）の実施に関する計画の作成及び提出を行い、承認を受けた法人をいう。

以下同じ。 

2 役員等とは、取締役、執行役、業務を執行する社員、理事、支配人、発起人、清算人、顧

問、評議員、有限責任事業組合（ＬＬＰ）の組合員その他これらに準ずる者をいい、会計

参与、監査役及び社外取締役を含まない。以下同じ。 

3「東北大学研究者紹介」及び「大学情報データベース」等を利用することも可能とする。

以下同じ。 

4 研究成果活用企業とは、営利を目的とする事業体であって、職員の研究成果を活用する事

業（以下「研究成果活用事業」という。）を実施するものをいい、技術移転事業者であるも

のを除く。 
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告書又はこれらに相当する資料5 

⑥ 兼業許可台帳 

⑦ その他必要に応じて参考となる資料 

・研究成果活用企業の概要又はパンフレット 

・代表取締役の略歴書等 

 

（２） 職員が研究成果活用企業の役員等の兼業を行う場合において、主として当該役員

等の職務に従事する必要があり、本学の職務に従事することができない場合は、

「国立大学法人職員就業規則」第１５条第１項第５号により休職とすることがあ

る。休職申請等を行う場合には以下のとおりとする。 

① 兼業開始と同時に休職することを予定している場合には、（１）の手続きと同

時に、「研究成果活用企業の役員等兼業休職承認申請書」（別紙様式第４）（以

下「休職申請書」という。）を人事企画部に提出すること。 

② 兼業開始後に休職することが必要になった場合には、速やかに休職申請書を

提出すること。この場合、承認される休職期間は、許可されている兼業期間

内となる。 

③ 休職期間満了後にも引き続き休職しようとする場合には、休職申請書に休職

を更新しようとする理由を付記して提出すること。 

④ その他疑義が生じた場合は人事企画部に協議すること。 

 

３．株式会社6の監査役の兼業許可申請手続について 

職員が株式会社の監査役を兼業しようとする場合には、兼業開始予定日の２ヶ月前ま

でに次に掲げる書類を人事企画部に提出することとする。 

① 監査役兼業許可申請書（別紙様式第５） 

② 役員等兼業依頼状（別紙様式第２） 

③ 兼業許可申請者の人事記録 

④ 監査役の職務に従事するための兼業許可申請者の知見に関して参考となる専攻分

野、学術論文、著書、受賞歴、活動状況等を記した書面（任意様式） 

⑤ 株式会社の定款、組織図並びに貸借対照表、損益計算書及び営業報告書又はこれら

に相当する資料 

⑥ 兼業許可台帳 

⑦ その他必要に応じて参考となる資料 

・株式会社の概要又はパンフレット 

・代表取締役の略歴書等 

 

5 例えば、ＬＬＰの組合員の兼業を行おうする場合には、組合契約書、会計帳簿、組合員の

損益分配の割合に関する書面などが相当する資料となる。また、組織図、貸借対照表、損

益計算書などもあわせて提出する必要がある。 

6 「会社法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律」第 3条に規定する特例有限会社を

含む。 
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４．株式会社の社外取締役7の兼業許可申請手続について 

職員が株式会社の社外取締役を兼業しようとする場合には、兼業開始予定日の２ヶ月

前までに次に掲げる書類を人事企画部に提出することとする。 

① 社外取締役兼業許可申請書（別紙様式第６） 

② 役員等兼業依頼状（別紙様式第２） 

③ 兼業許可申請者の人事記録 

④ 社外取締役の職務に従事するための兼業許可申請者の知見に関して参考となる専

攻分野、学術論文、著書、受賞歴、活動状況等を記した書面（任意様式） 

⑤ 株式会社の定款、組織図並びに貸借対照表、損益計算書及び営業報告書又はこれら

に相当する資料 

⑥ 兼業許可台帳 

⑦ その他必要に応じて参考となる資料 

・株式会社の概要又はパンフレット 

 

５．役員等、監査役及び社外取締役の兼業期間の更新手続について 

国立大学法人東北大学職員兼業規程第３条により既に許可された役員等の兼業を、任

期満了等の後にも引き続き行おうとする場合は、兼業開始予定日の２ヶ月前までに各種

兼業許可申請書、役員等兼業依頼状及び兼業許可台帳を人事企画部に提出することで足

りるものとする。ただし、兼業許可時の状況と変更があった事項が存する場合には、当

該変更があった事項が記載された書類を併せて添付すること。 

 

 

7 「会社法」第 2条第 15号に規定する社外取締役をいう。 


